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“プロジェクト　ＮT-Ⅱ”の主要課題

経営課題経営課題

５．先端材料事業の拡大

６．ナンバーOne事業の

　 　拡大・強化

７．海外事業の拡大

“攻め攻め”の

経営課題

“守り”と

“攻め攻め”の

経営課題

“守り”の　

経営課題

４．事業構造改革
事業構造
改革によ
る事業拡
大・収益
拡大

１．意識改革　

　　－活性化、ＣＳＲの推進－

２．体質強化　

　　－国際競争力の強化－

３．経営形態の改革

意識改革・

企業体質
強化

守りの経営を維持しな
がら攻め攻めの経営を推進

連結営業利益1,000億円

の早期達成

連結営業利益1,000億円

の早期達成

グローバルな高収益企業
グループへの飛躍

グローバルな高収益企業グローバルな高収益企業
グループへの飛躍グループへの飛躍
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“プロジェクト　ＮT-Ⅱ”の数値目標
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“プロジェクトＮＴ２１”

実績　　　　　　　　

　　“ＮＴ－Ⅱ”目標値　　

早期に達成

（見通し）

“プロジェクトＮＴ-Ⅱ”

営業利益の推移

営業利益１０００億円営業利益１０００億円
達成時の主要財務達成時の主要財務

指標イメージ指標イメージ

売上高営業利益率
約８％

ＲＯＡ：　約７％

ＲＯＥ：　約１０％

Ｄ／Ｅレシオ：１．０以下
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２００５年３月期第１Ｑ連結業績の概要
単位：億円

04年3月期
第１Ｑ

05年3月期
第１Ｑ

売 上 高 2,517 2,721 +204 (+8.1%)

売 上 原 価 1,976 2,105 +129 (+6.5%)

売 上 総 利 益 541 616 +75 (+13.8%)
（ 売 上 高 総 利 益 率 ） 21.5% 22.6% +1.1 ポイント

販 売 費 及 び
一 般 管 理 費 447 455 +8 (+1.7%)

（ 売 上 高 販 管 費 比 率 ） 17.8% 16.7% -1.1 ポイント

営 業 利 益 94 161 +67 (+71.2%)
（ 売 上 高 営 業 利 益 率 ） 3.7% 5.9% +2.2 ポイント

営 業 外 収 支 ▲ 10 4 +14 ( - )

経 常 利 益 84 165 +81 (+96.4%)

特 別 損 益 - ▲ 11
四 半 期 純 利 益 - 88

04年3月末 04年6月末

総 資 産 12,953 12,841 -112 (-0.9%)

株 主 資 本 4,142 4,212 +70 (+1.7%)

有 利 子 負 債 4,945 4,834 -111 (-2.2%)

増減

増減

（注）３月期決算会社は４～６月の業績，１２月期決算会社は１～３月の業績を連結
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事業ｾｸﾞﾒﾝﾄ別売上高・営業利益

０４／３
第１Ｑ

０５／３
第１Ｑ

０４／３
第１Ｑ

０５／３
第１Ｑ

特記事項

繊維 1,073 1,108 +35 (+3.3%) 50 56 +5 (+10.9%)

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ 648 653 +5 (+0.7%) 13 30 +17 (+126.5%)

情報・通信機材 396 518 +122 (+30.8%) 32 67 +35 (+110.5%)

住宅・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 149 160 +11 (+7.6%) ▲ 12 ▲ 10 +2 ( - )

医薬・医療 101 99 -2 (-2.2%) 0 ▲ 4 -4 ( - )

新事業その他 151 184 +33 (+21.9%) 11 22 +11 (+99.8%)

(内、炭素繊維複合材料) 95 106 +11 (+11.9%) 10 15 +6 (+61.3%)

計 2,517 2,721 +204 (+8.1%) 94 161 +66 (+70.3%)

消去又は全社 0 1 +1

連結 2,517 2,721 +204 (+8.1%) 94 161 +67 (+71.2%)

売上高 営業利益

増減 増減

億円

国内は、価格転嫁と高採算品へのｼﾌﾄ、NVC拡大、
体質強化の推進により、増収増益。海外は、ｱｼﾞｱ子
会社が体質強化を進め増益となるも、欧州子会社
の不振により減収減益。

国内の樹脂・ﾌｨﾙﾑは、拡販に努め増収増益。ｹﾐｶﾙ
は、ﾗｸﾀﾑの外販を縮小したため減収ではあるが増
益。海外は、アジア・欧米とも拡販と高採算用途へ
のｼﾌﾄを進め増収増益。

国内は、IT関連樹脂・ﾌｨﾙﾑ、電子材料等いずれも好
調に推移し、子会社のIT関連機器が大幅に伸びた
ことにより、増収増益。海外は、韓国の回路材料関
連事業中心に増収増益。

建設子会社、ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ子会社とも拡販に努める
とともに、他の子会社も体質強化を進め増収・収益
改善。

医薬事業は薬価改定の影響により減収減益。国
内子会社は、医療材の拡販により増収・収益改
善。

炭素繊維複合材料は、欧米の航空宇宙用途、産業
用途、アジアのスポーツ用途へ拡販を進めるととも
に値戻しを進め増収増益。

サービス関連子会社も、増収増益。

（注）東レ・ファインケミカルのＩＴ関連ケミカルを
当第１四半期よりプラスチック・ケミカルセグメ
ントから情報・通信機材セグメントに組み替え
ている。

そのため０４/３月期 第１四半期についても同
組み替え分を修正している。
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事業セグメント別業績（繊維）

体質強化の継続と価格転嫁の推
進、さらには高採算品へのシフ
ト及び New Value Creator 拡大な

どによる事業構造改革が着実に
進展し、増収増益。

商事子会社（ＴＩ）の収益拡大、
また各社の体質強化もあり増収
増益。

アジア子会社が体質強化を進め
増益なるも、欧州子会社の不振
により、全体で減収減益。
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売上高 営業利益

特記事項
東レ

国内子会社

海外子会社

１，０７３
１，１０８

５０

５６

＜主要子会社＞
国　内： 東ﾚｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ，一村産業　他
アジア： ＩＴＳ（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ)，ＬＵＣＫＹＴＥＸ（ﾀｲ），ＰＥＮＦＡＢＲＩＣ（ﾏﾚｰｼｱ），ＴＦＮＬ，ＴＡＫ（中国）　他
欧　米： ＡＬＣＡＮＴＡＲＡ（ｲﾀﾘｱ） 　他



8

事業セグメント別業績（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ）
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売上高 営業利益

特記事項

東レ

国内子会社

海外子会社

フィルム加工子会社が事業構造
改革を推進したことなどにより
増益。

樹脂は、自動車用途、電機用途
が、フィルムは、工業材料用途
が堅調に推移。ケミカルは、ラ
クタム縮小により減収。全体と
して減収増益。

マレーシアのＡＢＳ樹脂子会社、
および仏、米、韓のＰＥＴフィ
ルム子会社の高採算用途へのシ
フトなどや体質強化進展により、
海外全体で増収増益。

６４８ ６５３

１３

３０

（注）東レ・ファインケミカルのＩＴ関連ケミカルを
当第１四半期よりプラスチック・ケミカルセグメ
ントから情報・通信機材セグメントに組み替え
ている。

そのため０４/３月期 第１四半期についても同
組み替え分を修正している。

＜主要子会社＞
国　内：　曽田香料， 東レ・ﾌｧｲﾝｹﾐｶﾙ， 東レﾌｨﾙﾑ加工　他
海　外：　ＴＰＡ（ｱﾒﾘｶ），ＴＳＩ（韓国），ＴＰＥＵ（ﾌﾗﾝｽ），ＴＰＭ（ﾏﾚｰｼｱ)　他
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事業セグメント別業績（情報・通信機材）
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売上高 営業利益

特記事項

東レ

国内子会社

海外子会社

ＩＴ関連の樹脂・フィルム、回
路材料、液晶カラーフィルター
などがデジタル関連製品需要の
急速な拡大を背景に増収増益。

ＩＴ関連事業で液晶カラーフィ
ルター製造装置（スリットコー
ター）の本格販売を開始し、
フィルム加工子会社も好調に
推移したことから大幅な増収
増益。

韓国の回路材料関連子会社を中
心に増収増益。

３９６

５１８

３２

６７

（注）東レ・ファインケミカルのＩＴ関連ケミカルを
当第１四半期よりプラスチック・ケミカルセグメ
ントから情報・通信機材セグメントに組み替え
ている。

そのため０４/３月期 第１四半期についても同
組み替え分を修正している。

＜主要子会社＞
国　内：　東レｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ,　東レﾌｨﾙﾑ加工　他

海　外：　ＴＳＩ（韓国），ＴＰＡ（ｱﾒﾘｶ），ＴＰＥＵ（ﾌﾗﾝｽ）　他
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事業セグメント別業績（住宅・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ）
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売上高 営業利益 特記事項

国内子会社

建設子会社がマンション販
売を伸ばすと共に、他の各
社も体質強化を推進したこ
とにより、増収・収益改善。

１４９

１６０

－１２

－１０

＜主要子会社＞
国　内：　東レ建設，東レｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ　他
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事業セグメント別業績（医薬・医療）
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売上高 営業利益 特記事項

東レ

国内子会社

医療材の拡販により増収・
収益改善。

医薬事業は薬価改定の影響
により減収減益。

１０１ ９９

０

－４

＜主要子会社＞
国内：　東レ・ﾒﾃﾞｨｶﾙ
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事業セグメント別業績（新事業その他）

＜主要子会社＞
国内：東レﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ，東レｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ　他
海外：ＳＯＦＩＣＡＲ（ﾌﾗﾝｽ）他
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売上高 営業利益 特記事項

東レ

国内子会社

海外子会社

主力の複合材料事業を含め、
前年同期並で推移し、売上
横這いながら増益。

主力の複合材料事業では、
炭素繊維の世界的な市況回
復傾向を受けて、欧米の航
空宇宙用途、産業用途向け
に拡販するとともに、値戻
しも実現し、増収増益。

商事子会社が、売上を伸ば
すとともに、サービス関連
子会社も順調に推移し、増
収増益。

１５１

１８４

１１

２２

全体　（内複材） 全体　（内複材） 全体　（内複材） 全体　（内複材）

０４／３期　１Ｑ　　　　　０５／３期　１Ｑ ０４／３期　１Ｑ　　　　　０５／３期　１Ｑ
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営業利益増加要因分析

億円

＜０４／３期　１Ｑ　→　０５／３期　１Ｑ＞

東レ 子会社 合計

先端材料・ＮＶＣ＊の拡大、生産・営業効率改善（原単
位・品種構成改善など）、販売量・生産量増など

+22 +32 +54

ＴＣプロジェクト効果（製造固定費・外注加工費・購買
物流費・本社費・営業費の削減、要員効率化など） +4 +11 +15

販売価格アップ・原料価格アップの影響など（ネット） -2 +0 -2

合        計 +24 +43 +67

＊ＮＶＣ：Ｎｅｗ　Ｖａｌｕｅ　Ｃｒｅａｔｏｒ

前年同期比
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２００５年３月期中間期連結業績見通し

億円

前年同期
実績

今回見通し 期初見通し

売 上 高 5,343 5,800 +457 (+8.5%) 5,500 +300 (+5.5%)

営 業 利 益 247 320 +73 (+29.4%) 290 +30 (+10.3%)

経 常 利 益 230 320 +90 (+39.3%) 290 +30 (+10.3%)

中 間 純 利 益 109 170 +61 (+55.3%) 150 +20 (+13.3%)

増減 増減

（注）通期の業績予想につきましては、中間決算発表時に見直しを行う予定です。
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リスクファクターとその対応

リスクファクターを常に意識し、業績への影響を極小化するた
めに早め早めの対応をとる。

＜リスクファクター＞ ＜影響を極小化するための施策・戦略＞

リスクファクターを常に意識し、業績への影響を極小化するた
めに早め早めの対応をとる。

•購買・営業間の情報を密にすることにより早め
の価格転嫁を実施する。

•原料価格連動型の販売価格契約。
•高付加価値品へのﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾐｯｸｽのｼﾌﾄ。

原料（ＰＴＡ、ＥＧ、ＡＮ等）価
格の高止まり、更なる値上
がり

•New Value Creatorの推進により顧客からの

情報を早めに察知し、顧客ニーズの高い付加
価値品の開発に繋げる。

•長期供給契約により安定した収益を確保。
•値下げ抵抗力のあるﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝ製品を拡大。　

ＩＴ関連機器需要の減速の
懸念

•“ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　ＮＴ－Ⅱ”の着実な実行による、景
気に左右されにくい企業体質の構築。

米国やアジア・中国景気の
減速
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原料価格の見通し

原油ならびに主要な原料価格は上昇が続いており、今後も０４
年７～９月の高水準で高止まって推移すると見込む。

原油ならびに主要な原料価格は上昇が続いており、今後も０４
年７～９月の高水準で高止まって推移すると見込む。

原油および粗原料価格の推移
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原油（DUBAI FOB，$/BL,右軸）　→

←　ナフサ（$/t,左軸）

←　ＰＸ（$/t,左軸）

←　ＥＧ（$/t,左軸）

←　ＡＮ（$/t,左軸）

ＢＺ(¢/gal,右軸）　→
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リスクファクターとその対応

リスクファクターを常に意識し、業績への影響を極小化するため
に早め早めの対応をとる。

リスクファクターを常に意識し、業績への影響を極小化するため
に早め早めの対応をとる。

＜リスクファクター＞ ＜影響を極小化するための施策・戦略＞

•購買・営業間の情報を密にすることにより早め
の価格転嫁を実施する。

•原料価格連動型の販売価格契約。
•高付加価値品へのﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾐｯｸｽのｼﾌﾄ。

原料（ＰＴＡ、ＥＧ、ＡＮ等）価
格の高止まり、更なる値上
がり

•New Value Creatorの推進により顧客からの

情報を早めに察知し、顧客ニーズの高い付加
価値品の開発に繋げる。

•長期供給契約により安定した収益を確保。
•値下げ抵抗力のあるﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝ製品を拡大。　

ＩＴ関連機器需要の減速の
懸念

•“ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　ＮＴ－Ⅱ”の着実な実行による、景
気に左右されにくい企業体質の構築。

米国やアジア・中国景気の
減速
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事業ｾｸﾞﾒﾝﾄ別売上高・営業利益中間期見通し

前年同期
実績

今回
見通し

前年同期
実績

今回
見通し

特記事項

繊維 2,134 2,220 +86 (+4.0%) 94 100 +6 (+6.1%)

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ 1,274 1,330 +56 (+4.4%) 43 50 +7 (+15.8%)

情報・通信機材 834 1,100 +266 (+31.9%) 69 125 +56 (+80.8%)

住宅・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 543 560 +17 (+3.2%) 3 5 +2 (+51.5%)

医薬・医療 220 200 -20 (-9.1%) 7 0 -7 (-100.0%)

新事業その他 339 390 +51 (+15.0%) 27 40 +13 (+48.3%)

(内、炭素繊維複合材料) 181 220 +39 (+21.3%) 18 30 +12 (+64.8%)

5,343 5,800 +457 (+8.5%) 244 320 +76 (+31.3%)

消去又は全社 4 0 -4

連結 5,343 5,800 +457 (+8.5%) 247 320 +73 (+29.4%)

売上高 営業利益

増減 増減

億円
前年同期比

国内は、付加価値品の拡販、原料高に対する価格転嫁
を進め、前年同期を上回る見通し。海外は、ｱｼﾞｱ子会
社が拡販を進め前年同期を上回る見通しだが、欧州子
会社は前年同期を下回る見通し。
国内は、樹脂の自動車・電機用途、ﾌｨﾙﾑの工材、包材
とも堅調に推移し前年同期を上回る見通し。海外は、ｱ
ｼﾞｱの樹脂・ﾌｨﾙﾑ子会社が値上げと拡販するが、原料
高の影響もあり利益は前年同期並みを見込む。
国内は、樹脂・ﾌｨﾙﾑ、電子材料、液晶ｶﾗｰﾌｨﾙﾀｰ等が
好調に推移するとともに、子会社の機器の拡販により前
年同期を大幅に上回る見通し。海外は、韓国の回路材
料関連子会社を中心に、前年同期を上回る見通し。

建設子会社は、当中間期はﾏﾝｼｮﾝ完工が下期に集中
するため前年同期を下回る見通しであるが、ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ子会社は、民間ﾌﾟﾗﾝﾄ事業が好調に推移し、前年同期
を上回る見込み。

医薬事業は、薬価改定の影響により前年同期を下回
る見通し。

炭素繊維複合材料は、欧米の航空宇宙用途、産業用
途、ｱｼﾞｱのｽﾎﾟｰﾂ用途が好調に推移するとともに値戻
しを進め、前年同期を上回る見通し。国内ｻｰﾋﾞｽ関連
子会社は堅調に推移し、前年同期を上回る見通し。

（注）東レ・ファインケミカルのＩＴ関連ケミカルを
当第１四半期よりプラスチック・ケミカルセグメ
ントから情報・通信機材セグメントに組み替え
ている。

そのため０４/３月期 中間期についても同組み
替え分を修正している。
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事業ｾｸﾞﾒﾝﾄ別売上高・営業利益中間期見通し

期初
見通し

今回
見通し

期初
見通し

今回
見通し

特記事項

繊維 2,140 2,220 +80 (+3.7%) 95 100 +5 (+5.3%)

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ 1,300 1,330 +30 (+2.3%) 45 50 +5 (+11.1%)

情報・通信機材 970 1,100 +130 (+13.4%) 110 125 +15 (+13.6%)

住宅・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 530 560 +30 (+5.7%) 0 5 +5 ( - )

医薬・医療 220 200 -20 (-9.1%) 5 0 -5 (-100.0%)

新事業その他 340 390 +50 (+14.7%) 35 40 +5 (+14.3%)

(内、炭素繊維複合材料) 185 220 +35 (+18.9%) 25 30 +5 (+20.0%)

計 5,500 5,800 +300 (+5.5%) 290 320 +30 (+10.3%)

消去又は全社 0 0 0

連結 5,500 5,800 +300 (+5.5%) 290 320 +30 (+10.3%)

増減 増減

売上高 営業利益 億円
期初見通し比

国内は、原料価格上昇の影響はあるが、価格転嫁、高
採算品へのｼﾌﾄ、ＮＶＣの推進等により期初見通しを上
回る見通し。海外は、ｱｼﾞｱが原料高の影響、欧米は欧
州子会社の不振により期初見通しを下回る見通し。

国内は、樹脂が自動車・電機等主力用途向けに拡販
を進め、ﾌｨﾙﾑも工業材料・包装材料向けに順調に推
移し、期初見通しを上回る見通し。海外は、ｱｼﾞｱ・欧米
ともほぼ期初見通し並の見通し。

国内は、各製品とも需要は堅調で、期初見通しを上回
る見通し。なお、IT関連機器は、第１四半期に販売が集
中したため、上期ﾄｰﾀﾙでは期初見通し並の見通し。海
外は、ほぼ期初見通し並の見通し。

建設子会社、ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ子会社とも順調に推移し、
期初見通しを上回る見通し。

医薬事業は、競合激化とﾗｲｾﾝｽ収入の遅れにより、期
初見通しを下回る見通し。国内子会社は、期初見通し
並の見通し。

炭素繊維複合材料は、欧米の航空宇宙用途、産業用
途、ｱｼﾞｱのｽﾎﾟｰﾂ用途が好調に推移し、期初見通しを
上回る見通し。国内ｻｰﾋﾞｽ関連子会社も堅調に推移し、
期初見通しを上回る見通し。
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蝶理(株)、水道機工(株)の連結子会社化の影響

２００５年３月期当社連結業績に与える影響の見通し
（下期のみ） 億円

蝶理 水道機工 合計
売 上 高 +1,140 +135 +1,275
営 業 利 益 +23 +16 +39
経 常 利 益 +15 +15 +30
当 期 純 利 益 +5 +3 +8

＜ご参考＞両社の２００５年３月期連結業績見通し

中間期 通期 中間期 通期
売 上 高 1,250 2,500 50 185
経 常 利 益 20 41 ▲ 12 4
当期（中間）純利益 16 36 ▲ 7 1

蝶理 水道機工

蝶理：２００４年８月６日
発表に基づく。
水道機工：２００４年７月
２８日発表に基づく。
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蝶理(株)連結子会社化の戦略的意義

蝶理株式の過半数 (51.46%) を取得し、蝶理の強みを東レグループの事業戦

略に活かし、シナジーを最大限に高める。

蝶理株式の過半数 (51.46%) を取得し、蝶理の強みを東レグループの事業戦

略に活かし、シナジーを最大限に高める。

蝶理の強み

１．繊維・化学品事業における ２．国内外、特に中国における

・マーケティング機能 ・強力な拠点網

・外部からの調達力・販売網 ・営業チャネル

・専門性の高い優れた人材 ・中国事業に精通した人材

東レの戦略とのシナジー

１．New Value Creatorの推進
原料調達から多段階にわたる開発・加工拠点を有機的に結合し、最終顧客につなぐ新商流の構

築を推進する。

２．海外（特に中国）事業の拡大
中国における拠点、チャネル、人材の活用により、繊維ばかりでなく非繊維先端材料の事業拡大

を目指す。

３．「東レ合繊クラスター」の強化・発展
蝶理の保有する国内繊維事業のネットワークを活用し、「東レ合繊クラスター」を有機的に結合。
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蝶理(株)新生経営計画の進捗について

新生経営計画で掲げた「財務体質強化」と「事業収益力の確保」
という基本方針に沿って、順調に進捗している。

新生経営計画で掲げた「財務体質強化」と「事業収益力の確保」
という基本方針に沿って、順調に進捗している。

億円

02/3月期 03/3月期

実績 実績 新生計画 実績 差異 新生計画 業績予想

売上高 4,303 3,673 2,869 2,995 +126 2,553 2,500

営業利益 33 30 44 40 -4 50 -

経常利益 15 14 28 29 +1 41 41
当期利益 18 -49 25 10 -15 37 36

有利子負債 1,303 1,067 454 439 -15 454 380

04/3月期 05/3月期

（注１）０５／３期の営業利益予想は公表していない。

（注２）有利子負債は受取手形割引高含む。
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蝶理(株)の中国事業展開

華北・東北、華東、華南のそれぞれの地域に拠点を有し、約１７０名のスタッフで中国全域をカバー
して、繊維・化学品ビジネスを展開。

華北・東北、華東、華南のそれぞれの地域に拠点を有し、約１７０名のスタッフで中国全域をカバー
して、繊維・化学品ビジネスを展開。

現地法人・駐在員事務所 出資事業

中　

国　

総　

代　

表

華北・東北ﾌﾞﾛｯｸ
現地法人２社、駐在員事務所３ヶ所

貿易・物流　９社

・中央政府とのﾊﾟｲﾌﾟ
・政治、経済のﾏｸﾛ情報収集
・東北三省、内蒙古を含む広域ﾋﾞｼﾞﾈｽの拠点

繊維事業　１４社

・婦人服製造販売
・婦人インナーウェア製造販売
・シャツ製造販売
・ニット製品製造販売
・絹撚糸製造販売
他

華東ﾌﾞﾛｯｸ
現地法人２社、駐在員事務所３ヶ所

・繊維、化学品等複合型ﾋﾞｼﾞﾈｽ展開
・上海周辺の生産拠点と日・米・欧のSCM構築

・長江ﾃﾞﾙﾀ並びに長江流域のﾋﾞｼﾞﾈｽ拠点

化学品事業　１０社
華南ﾌﾞﾛｯｸ
現地法人２社 ・炭酸ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ製造販売

・特殊ｺｰﾃｨﾝｸﾞ剤、特殊接着剤製造販売
他・香港、珠江ﾃﾞﾙﾀを中心としたﾋﾞｼﾞﾈｽ拠点

・繊維ﾋﾞｼﾞﾈｽの対米、対欧拠点



水道機工(株)の連結子会社化による東レＧの
水処理事業の強化（１）

水道機工（株）の連結子会社化により、水道機工（株）を東レグループの「総
合水関連エンジニアリング事業」の核と位置付け、東レグループの水処理事
業を強化する。

水道機工（株）の連結子会社化により、水道機工（株）を東レグループの「総
合水関連エンジニアリング事業」の核と位置付け、東レグループの水処理事
業を強化する。

東レ

海外水処理システム
プラント事業

国内水処理システム
プラント事業

水道機工

東レｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

東レ
素材（エレメント、
モジュール）事業

海外水処理システム
プラント事業

水道機工

水処理システム
プラント事業

総合水関連ｴﾝｼﾞ
ﾆｱﾘﾝｸﾞ会社とし
て拡大・強化

素 材 事 業 の
拡大・強化

東レｸﾞﾙｰﾌﾟの水処理事業

水処理システム
プラント事業

水処理システム
プラント事業

素材（エレメント、
モジュール）事業

東レグループ２００６年度
売上規模：　約６００億円

東レグループ２００６年度
売上規模：　約６００億円
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水道機工(株)の連結子会社化による東レＧの
水処理事業の強化（２）

トーレ・メンブレン・
アメリカ（TMA）

東レ

トーレ・メンブレン・
ヨーロッパ（TMEU）

東レグループは、日米欧中４極で展開している水処理膜事業に加え、水処理
システムプラント事業を強化することで、総合的な水処理事業を展開する。

東レグループは、日米欧中４極で展開している水処理膜事業に加え、水処理
システムプラント事業を強化することで、総合的な水処理事業を展開する。

水道機工

東レグループのグローバルな事業展開東レグループのグローバルな事業展開

＜システムプラント事業の強化＞

水道機工の連結子会社化により、
「総合水関連エンジニアリング事業」
の核ができた。

＋

TCH＊1

TFRC＊2

＜膜メーカーとしての強み＞

•多様なニーズに対応するＭＦ膜から　
ＲＯ膜までのフルラインアップ

•日米欧中４極での事業展開

•中国、南通にも水処理研究所を設置
＊１　ＴＣＨ：東麗（中国）投資有限公司　
＊２　ＴＦＲＣ：東麗繊維研究所（中国）有限公司

25
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最近のトピックス（１）

－

Ｐ３５

Ｐ２９

Ｐ３０

Ｐ３３

Ｐ３４

Ｐ３１

Ｐ３２

Ｐ２９

Ｐ３０

－

参考資料
ページ

ＮＴーⅡの施策

トピックス
発表

時期
事業構造

改革,
ＮＶＣ

海外事業
拡大

ﾅﾝﾊﾞｰOne
事業拡大

先端材料
事業拡大

○○○
米国における炭素繊維およびプリプレグの生産能力増強
米国ＣＦＡ社における炭素繊維の増設（1,800ﾄﾝ/年）とプリカーサの重合・製糸設備
の新設、および米国ＴＣＡ社のプリプレグ設備の増設を決定。（2006年初　稼働開始）

４月

○
東レインターナショナルの中国縫製事業本格展開
東レインターナショナル社は、縫製大手㈱マツオカコーポレーションとの合弁により
中国・南通において縫製事業の本格展開を開始。

４月

○
２層ＦＰＣフィルムの生産能力増強
東洋メタライジング社が２層フレキシブル基板フィルム“メタロイヤル”の生産能力増
強を決定。（53万㎡／年→70万㎡／年）　（2004年12月　稼働開始）

６月

○
カプロラクタムの生産効率化による体質強化
カプロラクタム事業において、名古屋工場の稼働を停止し、東海工場に集約化する
と共に、低採算の輸出販売を縮小。（2004年6月実施）

５月

○○○
航空機用炭素繊維複合材料の長期供給契約締結
米ボーイング社と、ボーイング７Ｅ７の一次構造材料向け炭素繊維複合材料におい
て長期供給契約を締結 。

５月

○
松下プラズマディスプレイ（株）のＰＤＰ生産能力増強
松下プラズマディスプレイ社が世界最大規模（300万台／年）のＰＤＰ量産工場であ
る第３工場建設を決定。（2005年11月　稼働開始）

５月

○○
グループ各社の統合再編によるフィルム加工事業の強化
東洋メタライジング社と東レ合成フィルム社の子会社２社と、東レの包装用フィルム
事業の販売業務を統合した東レフィルム加工株式会社の設立を決定。（2004年7月
設立）

５月
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最近のトピックス（２）

ＮＴーⅡの施策

○

○

○

○

○

先端材料
事業拡大

Ｐ３６○
「東レ合繊クラスター」の発足
繊維事業において、川中分野における新しいパートナーシップの形として「東レ合
繊クラスター」を発足。（2004年10月本格スタート）

６月

Ｐ３８○○
厚物ＰＥＴフィルムの生産能力増強
日本、マレーシア、韓国のアジア各拠点で厚物ＰＥＴフィルムの生産能力増強を決
定。（厚物品種の製造能力を2年間で年産7万トンから11万トンに）

７月

－
伸縮性に優れた３ＧＴ繊維の生産能力増強
東レとオペロンテックス社は、東レの三島工場において、３ＧＴ繊維（複合糸）の生
産設備増設（1,500トン/年→2,500トン/年）を決定。（2005年春　稼働予定）

７月

－
柔軟性ＰＬＡ（ポリ乳酸）ラップフィルムの開発
当社独自のフィルム微細構造制御技術により、柔軟性のあるＰＬＡ（ポリ乳酸：とう
もろこしを原料とした環境対応型ポリマー）フィルムの開発に世界で初めて成功。

７月

参考資料
ページ

事業構
造改革,
ＮＶＣ

海外事
業拡大

ﾅﾝﾊﾞｰOne
事業拡大

トピックス
発表

時期

Ｐ２０

Ｐ２４

Ｐ２５

水道機工㈱の連結子会社化による水処理事業の拡大
水道機工㈱を追加株式取得により子会社化。東レ及び東レｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞの水処理
システムプラント事業を集約、水処理事業を強化。

７月

Ｐ２０

～

Ｐ２３
○○

蝶理㈱の連結子会社化
蝶理株式の公開買付けを実施し、出資比率を51.46%に引き上げ、連結子会社化す
ることを決定。繊維事業などでのシナジー、中国市場展開を強化。

７月

Ｐ３７○
ﾌｨﾙﾑｺﾝﾃﾞﾝｻ用極薄ＯＰＰフィルムの生産能力増強
土浦工場にハイブリッドカー・コンデンサ用極薄ポリプロピレンフィルム（OPPフィル
ム）の生産能力増強（18,000トン/年→19,500トン/年）を決定。（2006年5月稼働予定）

７月
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参考資料参考資料
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＜ご参考＞炭素繊維複合材料の事業拡大（１）

米ボーイング社の次世代中型旅客機Ｂ７Ｅ７一次構造材料向けの炭素繊維複合材料について、
同社との間で、２００４年から２０２１年までの１８年間に亘る長期供給に関する基本契約を締結。

ボーイング社が１，５００機生産する前提で、受注額は約３，３００億円＋α

米ボーイング社の次世代中型旅客機Ｂ７Ｅ７一次構造材料向けの炭素繊維複合材料について、
同社との間で、２００４年から２０２１年までの１８年間に亘る長期供給に関する基本契約を締結。

ボーイング社が１，５００機生産する前提で、受注額は約３，３００億円＋α

•シート数: 200 ～ 300
•燃費効率:同ｸﾗｽ比20%改善
•航続距離:6,500-16,000km
•速度: マッハ 0.85
•就航予定:  2008年
•ＣＦＲＰ:  約30ｔ / 機
•現時点の確定受注: 62機

Ｂ７Ｅ７（ドリームライナー）の概要

炭素繊維ﾌﾟﾘﾌﾟﾚｸﾞ

炭素繊維複合材料のサプライチェーン

ＣＦＡ

東レ愛媛工場

ＴＣＡ

東レ愛媛工場

炭素繊維製造 ﾌﾟﾘﾌﾟﾚｸﾞ製造 主要構造材組立て
(主翼・尾翼・胴体等)

＜バックアップ＞

組立てﾒｰｶｰ
（日本３重工など）

機体組立て

ボーイング社

＜バックアップ＞

TCA:Toray Composites (America), Inc.　炭素繊維ﾌﾟﾘﾌﾟﾚｸﾞ製造
CFA:Toray Carbon Fibers America Inc.　炭素繊維製造
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＜ご参考＞炭素繊維複合材料の事業拡大（２）

着実に成長する炭素繊維市場において、タイミングのよい投資により、リー
ディングカンパニーとしての地位を確固たるものとする。

着実に成長する炭素繊維市場において、タイミングのよい投資により、リー
ディングカンパニーとしての地位を確固たるものとする。

スポーツ

産業

航空宇宙

東ﾚG販売量

Soficar増設(1,800t)：
2004 10月～

CFA増設（1,800t)：
2006初め～

東レ販売量成長率：
１０．６％

需要成長率：
７．５％

炭素繊維需要見通し（用途別）
35,000

30,000

25,000

20,000

（
ト

ン
）

15,000

10,000

5,000

0

'03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10

東レシェア
：３６％

東レシェア
：４３％

（ラージトゥを含む）
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＜ご参考＞東レフィルム加工（株）の設立（１）

国内フィルム事業の再編により、ベースフィルムから先端フィルム加工製品までの一貫営業・技術
開発体制を構築し、マーケットにより密着した川下分野でのソリューションビジネスを展開する。

最重点領域は情報・通信材料分野、併せて、包装材料分野でのシナジーを高める。

国内フィルム事業の再編により、ベースフィルムから先端フィルム加工製品までの一貫営業・技術
開発体制を構築し、マーケットにより密着した川下分野でのソリューションビジネスを展開する。

最重点領域は情報・通信材料分野、併せて、包装材料分野でのシナジーを高める。

「ﾍﾞｰｽﾌｨﾙﾑから加工までの垂直統合型ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ」への転換

加工製品ﾍﾞｰｽﾌｨﾙﾑ加工製品ﾍﾞｰｽﾌｨﾙﾑ

蒸着加工品

(ﾊﾞﾘｱﾛｯｸｽ等)
無延伸ＰＰ、
ﾅｲﾛﾝﾌｨﾙﾑ

ＰＥＴ、ＯＰＰ
ﾌｨﾙﾑ等

ｺｰﾃｨﾝｸﾞ・蒸着
加工品（ｾﾗﾋﾟｰ
ﾙ、ﾒﾀﾛｲﾔﾙ等)

ＰＥﾌｨﾙﾑ等ＰＥＴ、ＯＰＰ
ﾌｨﾙﾑ等

主な製品

東洋ﾒﾀﾗｲｼﾞﾝｸﾞ東レ合成ﾌｨ
ﾙﾑ

東レ東洋ﾒﾀﾗｲｼﾞﾝｸﾞ東レ合成ﾌｨ
ﾙﾑ

東レ会社

包装材料用ﾌｨﾙﾑ・加工製品情報・通信材料・工業材料用ﾌｨﾙﾑ・
加工製品

東レフィルム加工東レ東レフィルム加工東レ生産

東レフィルム加工東レ販売

＜再編後の体制＞

２００４年度
売上規模：約３５０億円

２００９年度イメージ
売上規模：約１，０００億円

＜東レフィルム加工の売上規模＞
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＜ご参考＞東レフィルム加工（株）の設立（２）

情報・通信材料・工業材料用途：成長著しい情報・通信材料用途を最重点領域として事業拡大を
図る。また、東レ　電情材本部との連携によりフィルム回路基板材料を強化・拡大する。

包装材料用途：グローバルオペレーションによる収益向上。高機能新製品の開発と、各種フィル
ムを複合した包装設計提案による新商流開拓によってNew Value Creatorを推進する。

＜包装材料用途におけるＮｅｗ Ｖａｌｕｅ Ｃｒｅａｔｏｒの推進＞

東
レ
フ
ィ
ル
ム
加
工

東レフィルム加工 コ
ン
バ
ー
タ
ー

食
品
メ
ー
カ
ー
／
小
売
業

東レグループ会社
　・東レ
　・ＰＦＲ
　・ＴＳＩ
　・ＴＴＳ

他社
包装設計の提案

（新商流）

生産 販売

情報・通信材料用途

•　ＰＤＰ前面板

•　液晶関連機能ﾌｨﾙﾑ

•　ﾌｨﾙﾑ回路基板用途

•　その他（ﾀｯﾁﾊﾟﾈﾙ、ICｶｰﾄﾞ､ICﾀｸﾞ、等）　

工業材料用途

•　既存用途（ﾗﾍﾞﾙ、ｺﾝﾃﾞﾝｻｰ、窓貼り

　 ﾌｨﾙﾑ、等）

•　新規用途（診断ｷｯﾄ、等）

最重点領域

東レグループとしての
総合力を活かす。

メッキ法２層
ＣＯＦ材料

自己粘着性表面
保護フィルム

（FPD関連用途）

製品例

情報・通信材料・工業材料用途：成長著しい情報・通信材料用途を最重点領域として事業拡大を
図る。また、東レ　電情材本部との連携によりフィルム回路基板材料を強化・拡大する。

包装材料用途：グローバルオペレーションによる収益向上。高機能新製品の開発と、各種フィル
ムを複合した包装設計提案による新商流開拓によってNew Value Creatorを推進する。

包装材料用途

•　既存用途（透明蒸着、ﾚﾄﾙﾄ用CPP、

　金属蒸着CPP/PET等）

•　新規用途（超ﾊｲﾊﾞﾘｱ・ﾋｰﾄｼｰﾗﾌﾞﾙ、等）
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＜ご参考＞松下ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ(株)(MPDP)の増設（１）

ＭＰＤＰ社（松下電器産業：７５％、東レ：２５％）は、ﾌﾗｯﾄﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ市場が本格的な
普及期に入りつつあることにより、年産で３００万台以上の世界最大規模の量産工場の
建設を決定。（東レの追加出資額：　５０億円、累計出資額：１２５億円）　これにより、松
下グループ全体で年産４５０万台の生産体制が整い、Global No.1を目指す。

ＭＰＤＰ社の強みを支える東レの技術
（感光性ﾍﾟｰｽﾄ技術）

ＭＰＤＰ社の強みを支える東レの技術ＭＰＤＰ社の強みを支える東レの技術
（感光性ﾍﾟｰｽﾄ技術）（感光性ﾍﾟｰｽﾄ技術）

１．高精度の加工が可能
　（１）高精細対応（Full-HD　　　

にも対応可能）
　（２）放電セルの形状均一性　　

向上（発光効率向上・放電
電圧低下）

２．幅広い形状に対応可能
　（１）矩形形状・テーパー形状
　（２）ストライプ形状・格子形状

３．生産性が高い
　（１）工程が短い
　（２）露光時間が短い
　（３）多面取り対応が容易

ＭＰＤＰ社の強み

コスト優位性

技術優位性

ピッチ　150μｍ

線　幅　 30μｍ

高　さ　150μｍ

ピッチ　150μｍ

線　幅　 30μｍ

高　さ　150μｍ

テーパー形状格子形状0

2 0 0

4 0 0

6 0 0

8 0 0

1 , 0 0 0

1 , 2 0 0

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

第３工場：
１５０万台稼働

第２工場：
５０万台稼働

第３工場：
１５０万台稼働

日本

欧州

中国

ｱｼﾞｱ大洋州

その他

（年度）

米州

（万台／年） ＰＤＰ需要動向とＭＰＤＰ社設備推移

第２工場：
５０万台稼働

ＭＰＤＰ社（松下電器産業：７５％、東レ：２５％）は、ﾌﾗｯﾄﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ市場が本格的な
普及期に入りつつあることにより、年産で３００万台以上の世界最大規模の量産工場の
建設を決定。（東レの追加出資額：　５０億円、累計出資額：１２５億円）　これにより、松
下グループ全体で年産４５０万台の生産体制が整い、Global No.1を目指す。

０３～０８年におけるＰＤＰ市場の
成長率見通し：４０－５０％／年
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＜ご参考＞松下ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ(株)(MPDP)の増設（２）

背面板のキー技術である「感光性ペースト法による隔壁形成技術」が、ＭＰＤＰ社の技術
優位性及びコスト優位性を支えている。

背面板のキー技術である「感光性ペースト法による隔壁形成技術」が、ＭＰＤＰ社の技術
優位性及びコスト優位性を支えている。

UV光

塗　布

露　光

現　像

焼　成

感光性ペースト

無機成分（ガラス成分）

有機成分（感光性成分を含む）

基板

感光性ペースト法の特徴

１．フォトリソグラフィーによる高精

　　度加工が可能

２．使用材料が少ない
　　（フィルムレジスト、研磨材が
　　不要）

３．工程が簡便→大面積化に

　　有利（ラミネート工程やブラスト

　　工程が不要）

４．厚膜加工（数～百数十μｍ）

　　が可能

感光性ペーストの加工プロセス各種隔壁形成技術
サンドブラスト法

フィルム
レジスト

サンドブラスト

レジスト剥離

マスク露光

現　像

ガラスペースト

焼　成

感光性ペースト法

現　像

感光性ガラスペースト

マスク露光

焼　成

スクリーン
印刷・乾燥

ガラス基板

版
ガラスペースト

　繰り返し
（10～15回）

焼　成

スクリーン印刷法 サンドブラスト法

フィルム
レジスト

サンドブラスト

レジスト剥離

マスク露光

現　像

ガラスペースト

焼　成

感光性ペースト法

現　像

感光性ガラスペースト

マスク露光

焼　成

スクリーン
印刷・乾燥

ガラス基板

版
ガラスペースト

　繰り返し
（10～15回）

焼　成

スクリーン印刷法
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＜ご参考＞カプロラクタムの生産体制集約

ナイロン繊維・樹脂原料であるカプロラクタムの生産を東海工場に集約し、一工場
体制として効率化を図る。

原料高騰により、低採算の輸出外販は中断し、事業体質強化を図る。

ナイロン繊維・樹脂原料であるカプロラクタムの生産を東海工場に集約し、一工場
体制として効率化を図る。

原料高騰により、低採算の輸出外販は中断し、事業体質強化を図る。

従来 2004年6月～

東海工場
９万トン／年

名古屋工場
８万トン／年

東レグループ自家消費

ﾅｲﾛﾝ繊維、樹脂

外部販売

中国・台湾・韓国向け輸出

東海工場
１０万トン／年

東レグループ自家消費

ﾅｲﾛﾝ繊維、樹脂

稼働停止

販売中断
原料高騰による採算低下

一貫生産によるﾅｲﾛﾝ
繊維・樹脂のｺｽﾄ競争

力維持・強化

ボトルネック解消により増能力

老朽化
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＜ご参考＞「東レ合繊クラスター」の発足

東レは、川中分野（織布、編成、染色、縫製など）における産地有力企業集団と連携
を組み、東レ合繊クラスターを発足。原糸・高次加工一貫の知恵と技術を融合させて、
世界最強の合繊テキスタイル事業を更に強化する。

東レは、川中分野（織布、編成、染色、縫製など）における産地有力企業集団と連携
を組み、東レ合繊クラスターを発足。原糸・高次加工一貫の知恵と技術を融合させて、
世界最強の合繊テキスタイル事業を更に強化する。

＜産地企業集団＞
（約７０社）

委託加工グループ

自販グループ

先端材料グループ

先進国の大手企業が相次いで繊維事業
から撤退する中、世界に類を見ない独自
の繊維事業体制を展開。

＜東レの独自性＞
1. 高次加工との連携を重視し、原糸・高次

加工一貫の生産・販売体制を取る。
2. 海外との有機的連携により、原糸・原綿

からテキスタイルまでのグローバル・オ
ペレーション体制を構築している。

3. 強力な研究技術開発力を保有している。

東レ合繊クラスター東レ合繊クラスター

＜東レ＞

•東レは、高次加工との連携を重視し、原糸・高次加工一貫の生産・販売体制を
　更に強化。
•「産地企業」は相互に相乗効果を発揮し、イノベーションと国際競争力を強化。
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＜ご参考＞極薄ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝﾌｨﾙﾑ(ＯＰＰ)の生産能力増強

ﾌｨﾙﾑｺﾝﾃﾞﾝｻの需要拡大に対応して、土浦工場に極薄OPPﾌｨﾙﾑ専用の生産設備を
増設する。設備投資額は約３０億円で、2006年５月の稼働開始を目指す。

ﾌｨﾙﾑｺﾝﾃﾞﾝｻの需要拡大に対応して、土浦工場に極薄OPPﾌｨﾙﾑ専用の生産設備を
増設する。設備投資額は約３０億円で、2006年５月の稼働開始を目指す。

コンデンサ
４８％

包装・工業
５２％

コンデンサ
４３％

包装・工業
５７％

（５ミクロン以下）

世界シェア：３３％

日本シェア：８０％

コンデンサー用途
東レＯＰＰシェア
（２００４年予測）

ハイブリッドカー用途はコンデンサの
中でも要求特性が高く、当社製品が
強みを発揮できる領域。業界のデフ
ァクトスタンダード確立を目指す。

0
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140

'04 '05 '06 '07 '08 '09 '10
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燃料電池車

ハイブリッドカー

世界のハイブリッドカー、燃料電池車市場見通し

フィルムコンデンサの成長領域フィルムコンデンサの成長領域
（ハイブリッドカー用途）（ハイブリッドカー用途）

５６，５００トン＋１，５００トン５５，０００トン東レＧ全体

用途

３７，０００トン３７，０００トンアメリカ（ＴＰＡ社）

１９，５００トン＋１，５００トン１８，０００トン日本（土浦工場）

２００６年５月増設現状

東レグループのＯＰＰフィルム生産能力（年産）

フィルムコンデンサ用途にはＯＰＰが最も適しており、フィ
ルムコンデンサの需要拡大に応じて拡販が期待できる。

△◎○コスト

◎○△最大使用温度

△△◎温度上昇

△△◎絶縁抵抗

◎◎○誘電率（小型化）

△○◎耐電圧性能

ＰＰＳＰＥＴＯＰＰ要求特性
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＜ご参考＞厚物ＰＥＴフィルムの生産能力増強

情報・通信材料分野などの工業材料用フィルムの需要急増に対応するべく、日本、マ
レーシア、韓国のアジア各拠点で厚物品種（25～500ミクロン）の生産能力増強を決定。

情報・通信材料分野などの工業材料用フィルムの需要急増に対応するべく、日本、マ
レーシア、韓国のアジア各拠点で厚物品種（25～500ミクロン）の生産能力増強を決定。

＜アジアにおける厚物ＰＥＴフィルム生産能力推移＞

新設

既存設備

増能力・

改造

３２０，０００ トン／年

９０，０００ トン／年

０ トン／年

９０，０００ トン／年

２００５年末

８５億円９５，０００ トン／年７０，０００ トン／年

韓国（ＴＳＩ社）

日本（岐阜工場・滋賀事業場）

マレーシア（ＰＦＲ社）

３３０，０００ トン／年３１０，０００ トン／年東レＰＥＴフィルム生産能力合計

１５０億円１１０，０００ トン／年７０，０００ トン／年アジアにおけるＰＥＴフィルム厚物合計

６５億円１５，０００ トン／年０ トン／年マレーシア（ＰＦＲ社）

投資金額２００６年末２００４年

高輝度、平面性、無欠点、ハード

コート密着性等
４０２０～２５％

液晶反射板、拡散板・偏光
板用離型、ﾀｯﾁﾊﾟﾈﾙ、ＡＲﾌｨ
ﾙﾑ他

光学用

低コスト、品質安定性、少欠点、ハ
ンドリング性、透明性、ＵＬ認定、平
滑性（ｾﾗﾐｯｸｺﾝﾃﾞﾝｻ離型用）

２００約５％
電気絶縁、電子部品、（ｾﾗ
ﾐｯｸｺﾝﾃﾞﾝｻ）離型、ﾗﾍﾞﾙ、
ﾃｰﾌﾟ、熱転写リボン他

工材用

主な要求特性
２００４需要

（千ﾄﾝ／年）

需要の伸び

（％／年）
用途分類

＜アジアにおける厚物の主な用途＞
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本資料中の２００５年３月期中間期業績
予想、見通し、事業計画、並びに中期経
営課題における予想・事業計画について
の記述は、現時点における将来の経済
環境予想等の仮定に基づいています。

本資料において当社の将来の業績を保
証するものではありません。
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